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目標 ３－２

令和 8年 9月

基準年度 目標年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

- - - - - － －

90.6 90 90.3 集計中 － － －

- - - - - － －

94.9 95 95.6 集計中 － － －

- - - - - － －

88.3 87 86.1 集計中 － － －

- - - - - － －

55.6 50 43.7 集計中 － － －

- - - - - － －

4449 4267 4508 集計中 － － －

- - - - - － －

12435 11735 11076 集計中 － － －

振動に係る全国の苦情件数は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、全国の振動の状況の度合いを把握するものとして的確で
あるため、測定指標として選定した。

－

6
悪臭に係る全
国の苦情件
数（件）

- - - -
悪臭に係る全国の苦情件数は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、全国の悪臭の状況の度合いを把握するものとして的確で
あるため、測定指標として選定した。

－

5
振動に係る全
国の苦情件
数（件）

- - - -

環境基本法第16条に基づく環境基準は、「人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準」として定められ
たものであり、その達成率は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、全国の航空機騒音状況の度合いを把握するものとして的確
であるため、測定指標として選定した。

×

4

新幹線鉄道
騒音に係る環
境基準達成
状況（測定地
点ベース）
（％）

－ - 100 -
環境基本法第16条に基づく環境基準は、「人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準」として定められ
たものであり、その達成率は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、全国の新幹線騒音状況の度合いを把握するものとして的確
であるため、測定指標として選定した。

×

3

航空機騒音
に係る環境基
準達成状況
（測定地点
ベース）（％）

－ - 100 -

環境基本法第16条に基づく環境基準は、「人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準」として定められ
たものであり、その達成率は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、全国の騒音の状況の度合いを把握するものとして的確であ
るため、測定指標として選定した。

△

2

騒音に係る環
境基準達成
状況（道路に
面する地域）
（％）

－ - 100 -
環境基本法第16条に基づく環境基準は、「人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準」として定められ
たものであり、その達成率は、人の健康の保護と生活環境の保全を図るうえで、全国の自動車騒音状況の度合いを把握するものとして的確
であるため、測定指標として選定した。

△

1
騒音に係る環
境基準達成
状況（％）

- - 100 -

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠 達成年度ごとの実績値

達成すべき目標 騒音・振動・悪臭の発生防止により、良好な大気生活環境を保全する。
政策体系上の

位置付け
３．大気・水・土壌環境等の保全

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

○第六次環境基本計画（令和６年５月21日閣議決定）第３部等

（環境省

施策名 大気生活環境の保全 担当部局名

水・大気環境局
環境管理課
環境汚染対策室
モビリティ環境対策課

施策の概要 騒音・振動・悪臭の防止対策による大気生活環境の保全 政策評価実施予定時期 政策評価実施時期



(1)

騒音・振動・
悪臭等公害
防止強化対
策費
（昭和63年
度）

1,5,6 004798 (5) － － － (9) － － － (13) － － － (17) － － －

(2)

モビリティ騒
音・振動対策
推進費
（平成12年
度）

2,3,4 004800 (6) － － － (10) － － － (14) － － － (18) － － －

(3) － － － (7) － － － (11) － － － (15) － － － (19) － － －

(4) － － － (8) － － － (12) － － － (16) － － － (20) － － －

目標達成が
出来なかっ
た要因、そ
の他施策の
課題等

政策評価を行う過程
において使用した資
料その他の情報

○各年度　騒音規制法等施行状況調査（環境省）
○各年度　振動規制法等施行状況調査（環境省）
○各年度　悪臭防止法等施行状況調査（環境省）
○各年度　自動車交通騒音実態調査報告（環境省）

【測定指標】

学識経験を有する者
の知見の活用

＜参考：施策の実施における活用状況＞
○新幹線鉄道騒音については、環境基準に基づき統一的な測定・評価を実施している。過年度業務において、地方公共団体の
測定地点の設定状況や環境基準達成・未達成箇所の傾向を調査・分析し、測定・評価の更なる統一化を図るため、令和７年６月
に「新幹線鉄道騒音測定・評価マニュアル」を改訂した。					

ＳＤＧｓ目標との関係

【主な目標】 

環境基本法第16条に基づく環境基準は、「人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準」とし
て定められたものである。騒音環境基準の高い達成率を維持しつつ更なる達成率の向上に努め、また、環境基準を設定してない
振動・悪臭については苦情件数を把握し、更なる苦情件数の減少に努めた。当該取組を通じて目標３番「すべての人に健康と福
祉を」の達成に貢献できた。

【副次的効果が期待される目標】 

「騒音規制法」等に基づく規制や優良事例を整理した各種マニュアル周知による各地方公共団体の取組推進等、都市部の環境
上の悪影響を軽減する取組を通じて目標11番「住み続けられるまちづくりを」 の達成に貢献できた。
また、風力発電施設等から発生する騒音に関して情報収集することは、これらの普及の一助及び騒音抑制のための技術開発に
つながるため、目標７番「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」の達成に貢献できた。

評
価
結
果

（各行政機関共通区分） ④進展が大きくない

○（測定指標１）騒音に係る環境基準の達成状況は、近年、約90%で横ばいとなっている。達成率100％に向け、未達成地点に関する分析を行うとともに、地方公共団体の騒音対策の推進に向けた取組について必要に応じて技術的な助言を実施していく必要がある。
○（測定指標２）自動車騒音に係る環境基準は、各年度での評価対象としている住居等の違い等を考慮する必要があるものの、達成率100％に向け、近年緩やかな改善傾向にあることから、引続き各地方公共団体の達成状況の注視と、とりわけ達成率の低い地域や路線種別等に関す
る分析等が必要である。
○（測定指標３）航空機騒音に係る環境基準は、各年度での測定件数の違い等を考慮する必要があるものの、達成率100％に向け近年横ばい傾向にあることから、引き続き関係省庁に対し、環境基準の早期達成に向けた取組を要請していく必要がある。
○（測定指標４）新幹線鉄道騒音に係る環境基準は、各年度での測定件数の違い等を考慮する必要があるものの、達成率100％に向け近年やや減少傾向にあることから、引き続き関係省庁及び沿線地方公共団体に対し、環境基準の早期達成に向けた取組を要請していく必要がある。
○（測定指標５）振動に関する苦情件数は、若干増加傾向となっており、引き続き苦情件数の減少に向けて、苦情原因を分析するとともに、地方公共団体の振動対策の推進に向けた取組について必要に応じて技術的な助言を実施していく必要がある。
○（測定指標６）悪臭に関する苦情件数は、近年減少傾向となっており、引き続き苦情件数の減少に向けて、苦情原因を分析するとともに、地方公共団体の悪臭対策の推進に向けた取組について必要に応じて技術的な助言を実施していく必要がある。

次期目標等
への

反映の方向
性

【施策】

目標達成度
合いの

測定結果
（判断根拠）

○（測定指標１）騒音に係る環境基準の達成状況は、各年度での測定件数の違い等を考慮する必要があるものの、近年は緩やかな改善傾向にあり、令和6年度の環境基準の達成状況は90.3％となっている。
○（測定指標２）自動車騒音（道路に面する地域の騒音）については、各年度での評価対象としている住居等の違い等を考慮する必要があるものの、近年は緩やかな改善傾向にあり、令和6年度の環境基準の達成状況は95.6％となっている。
○（測定指標３）航空機騒音については、各年度での測定件数の違い等を考慮する必要があるものの、近年横ばい傾向にあり、令和6年度の環境基準の達成状況は86.1％となっている。
○（測定指標４）新幹線鉄道騒音については、令和6年度の環境基準の達成状況は43.7％となっており、やや達成率が減少しているものの、各年度での測定件数の違い等を考慮する必要があるほか、75dB対策をはじめ音源対策を中心とした対策は
着実に進められている。
○（測定指標５）振動に関する苦情件数は、令和２年度に新型コロナウイルス感染症の拡大に伴うライフスタイルの変化を一因として、大きく増加したが、その後、横ばい傾向である。
○（測定指標６）悪臭に関する苦情件数は、14年連続で減少傾向であったが、平成30年度以降増加傾向に転じ、令和2年度に大きく増加、その後は減少傾向である。
上記のとおり、個々の測定指標の傾向は概ね改善傾向にあるものの、一部測定指標については、横ばい又は減少傾向にあることから、総合的に判断し「進展が大きくない」とした。

〇（測定指標１・５・６）一般環境の騒音、振動及び悪臭については、地方公共団体による対策が推進されるよう、地方公共団体向けの研修を実施し、理解の促進を図る。
〇（測定指標２）自動車騒音については、地方公共団体が行う常時監視事務の支援や常時監視結果の集計・情報提供並びに自動車単体騒音の許容限度を定めるために必要な実態調査等を行う。
〇（測定指標３・４）航空機騒音及び新幹線鉄道騒音に係る環境基準達成率については、地方公共団体による統一的な測定・評価が実施されるよう、騒音の状況や沿線における土地利用対策の取組状況を踏まえつつ、地方公共団体向けの講習会
を実施し、理解の促進を図る。

全ての測定指標について、適切に測定できていることから、変更しない。

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）


